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公益法人
の区分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・
応募者数

第37回日本学生支援債券買取
引受

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.10.24

三菱UFJモルガン・ス
タンレー証券株式会
社
大和証券株式会社
ＳＭＢＣ日興証券株式
会社
東京都千代田区丸の
内二丁目5番2号

本件企画競争による公募において、審査を経て選定
された企画内容を実行できる相手方は他に存在せ
ず、競争を許さないことから、本機構会計規程第16条
第1項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号（契
約の性質又は目的が競争を許さない場合）に該当す
るため。

- 43,200,000 - 0 企画競争

平成26年度新規返還者等督促
架電および延滞債権回収業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.10.27

日立キャピタル債権
回収株式会社
東京都港区西新橋1-
3-1

本件企画競争による公募において提出された企画提
案書について、企画提案審査会を行った結果、高い
評価を得た企画提案書の提出者を契約予定者として
選定していることから、本機構会計規程第16条第1項
及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号（契約の性
質又は目的が競争を許さない場合）に該当するため。

- 29,514,456 - 0 企画競争

平成27年度「全国キャリア・就職
ガイダンス」の実施会場

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.10.24

株式会社東京ビッグ
サイト
東京都江東区有明3-
11-1

参加者の有無を確認する公募を実施した結果、他社
からの参加表明がなかったことから、本機構会計規程
第16条第1項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1
号（契約の性質又は目的が競争を許さない場合）に該
当するため。

- 2,922,480 - 0 公募

平成26（2014）年度日本留学フェ
ア（インドネシア、ジャカルタ・ス
ラバヤ）の会場設営、広報及び
印刷等の業務委託

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.10.2

PT.DYANDRA
COMMUNICATION
Jl.Johar No.18,
Menteng Jakarta
Pusat 10350
INDONESIA

本フェアの実施に当たり、実施都市において我が国へ
の留学を検討している者に対し、効果的に広報及び
現地における諸準備を実施するため、日本留学の事
情及び現地の留学事情に精通していること及び日本
－インドネシア双方の高等教育機関ネットワークを活
用できることが必要であるが、外国での契約であるこ
と及び事業を効果的に実施する者が特定されることか
ら、本機構会計規程第16条第1項及び契約事務取扱
細則第23条第1項第11号（外国で契約をする場合）に
該当するため。
なお、本業務の実施に当たり、複数の事業者から見
積書を徴取することにより、競争性、経済性の確保に
努めた。

- 7,977,923 - 0
競争性の
ない随意

契約

平成26年度日本留学フェア（ベト
ナム・ハノイ、ホーチミン）のブー
ス設営、事務局運営等に係る業
務委託

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.10.3

Salla Agent Vietnam
Co., Ltd.
1204A No.6,Doi Nhan
Tower, Hanoi,
Vietnam

本フェアの実施に当たり、実施都市において我が国へ
の留学を検討している者に対し、効果的に広報及び
現地における諸準備を実施するため、日本留学の事
情及び現地の留学事情に精通していること及び日本
－ベトナム双方の高等教育機関ネットワークを活用で
きることが必要であるが、外国での契約であること及
び事業を効果的に実施する者が特定されることから、
本機構会計規程第16条第1項及契約事務取扱細則第
23条第1項第11号（外国で契約をする場合）に該当す
るため。
なお、本業務の実施に当たり、複数の事業者から見
積書を徴取することにより、競争性、経済性の確保に
努めた。

- 8,707,284 - 0
競争性の
ない随意

契約

契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

備考
再就職
の役員
の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地

契約を
締結した日

随意契約によることとした業務方法書又は会計規定
等の根拠規定及び理由

予定価格

様式３－４ 
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公益法人
の区分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・
応募者数

契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

備考
再就職
の役員
の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地

契約を
締結した日

随意契約によることとした業務方法書又は会計規定
等の根拠規定及び理由

予定価格

様式３－４ 

平成26（2014）年度日本留学フェ
ア（国際教育展：マレーシア）の
実施に係る業務委託

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.10.15

マレーシア元留日学
生協会（JAGAM：
Japan Graduates’
Association of
Malaysia）
No. 88, Jalan SS 2/4,
47300
Petaling Jaya,
Selangor, MALAYSIA

本フェアの実施に当たり、実施都市において我が国へ
の留学を検討している者に対し、効果的に広報及び
現地における諸準備を実施するため、日本留学の事
情及び現地の留学事情に精通していること及び日・マ
レーシア双方の高等教育機関ネットワークを活用でき
ることが必要であるが、外国での契約であること及び
事業を効果的に実施する者が特定されることから、本
機構会計規程第16条第1項及契約事務取扱細則第23
条第1項第１号（契約の性質又は目的が競争を許さな
い場合）に該当するため。

- 3,349,352 - 0
競争性の
ない随意

契約

平成26年度日本留学フェア（ベト
ナム・ホーチミン）の実施に係る
通訳等の手配

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.10.22

在ホーチミン市元留
学生クラブ(JUACH)
55 Mac Dinh Chi St.,
Dist.1, Ho Chi Minh
city, Vietnam

本フェアの実施に当たり、実施都市において我が国へ
の留学を検討している者に対し、効果的に広報及び
現地における諸準備を実施するため、日本留学の事
情及び現地の留学事情に精通していること及び日本
－ベトナム双方の高等教育機関ネットワークを活用で
きることが必要であるが、外国での契約であること及
び事業を効果的に実施する者が特定されることから、
本機構会計規程第16条第1項及契約事務取扱細則第
23条第1項第１号（契約の性質又は目的が競争を許さ
ない場合）に該当するため。

- 1,015,520 - 0
競争性の
ない随意

契約

WSUS（Windows Server Update
Services）の導入作業

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.10.27

株式会社 日立製作
所
東京都江東区新砂一
丁目6番27号

本件で調達する作業の対象であるシンクライアントパ
ソコンは、日立キャピタル株式会社及び株式会社
JECCとのリース契約によりリースされているものであ
り、これらの業者の指定する者以外では作業を実施で
きず競争を許さないことから、本機構会計規程第16条
第１項及び契約事務取扱細則第23条第１項第１号（契
約の性質又は目的が競争を許さない場合）に該当す
るため。

- 3,564,000 - 0
競争性の
ない随意

契約

データセンター更改に伴う文書
決裁及び決裁済文書管理シス
テムの移設作業

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.10.27

東芝ソリューション株
式会社
東京都港区芝浦一丁
目1番1号

本件で調達する作業の対象である文書決裁及び決裁
済文書管理システムは、IBJL東芝リース株式会社より
リースされているものであり、リース会社が指定する東
芝ソリューション株式会社以外には作業を実施できず
競争を許さないことから、本機構会計規程第16条第１
項及び契約事務取扱細則第23条第１項第１号（契約
の性質又は目的が競争を許さない場合）に該当する
ため。

- 1,231,200 - 0
競争性の
ない随意

契約

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


	【様式3-4】　随意契約　物品・役務等

